様式２
誓　　約　　書

令和　年　月　日

山梨県公営企業管理者　様

（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　
（構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

山梨県営塩川発電所の売電に係る公募型プロポーザルに参加するにあたり、次に掲げる事項について相違ないことを誓約します。

　
１ 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第2条の2の規定に基づき、小売電気事業者（みなし小売り電気事業者を含む。以下同じ。）としての登録を受けている者であること

２ 令和７年度において、小売電気事業者として、電気の販売実績が仕様書４（３）に示す予定売電電力量以上あり、かつ山梨県内における電気の販売実績があること

３ これまでに、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）第 31 条に定める納付金を期限までに納付せず、さらに督促状により指定された期限までに納付しなかったため、同法第 34 条第４項に基づき国からその事業者名を公表された事業者でないこと

４ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること

５ 「物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領」に基づく入札参加停止を受けている期間中の者でないこと

６ 山梨県暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団員又は同条例第6条第1項に規定する暴力団関係者を有する法人でないこと

７ 直近の事業年度の消費税及び地方消費税並びに山梨県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所がある法人の場合には、主たる事務所又は事業所）を有する法人（以下「県内業者」という。）にあっては県税、山梨県に事務所又は事業所を有しない法人（以下「県外業者」という。）にあっては法人税について未納がない者であること

８ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申し立て、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき民事再生手続き開始の申し立てがなされている者ではないこと

９ 労働保険、厚生年金保険及び健康保険に加入する義務がある者にあっては、これらに加入していること

· 共同企業グループで申し込む場合は、全事業者の住所、名称及び代表者氏名を記載するものとし、項目２についてはグループの代表者が満たしていること
